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グリーンLPガスの
製造技術開発の現況について



①組織概要

②会員企業（10社）② LPガス関係主要団体の概要

日本LPガス協会

◎LPガス生産輸入元売り事業者

全国LPガス協会

◎LPガス卸売、小売、LPガススタンド事業者

日本エルピーガスプラント協会

日本エルピーガス供給機器工業会

日本LPガス協会（日本グリーンLPガス推進協議会）の概要

※赤文字は常任理事会社

◎高圧ガス設備の機器製造及び検査事業者

◎ LPガス供給機器の製造事業者

◎ガス及び石油消費機器の製造事業者

□アストモスエネルギー株式会社
□ENEOSグローブ株式会社
□ジクシス株式会社
□株式会社ジャパンガスエナジー
□岩谷産業株式会社
□伊藤忠商事株式会社
□キグナス液化ガス株式会社
□全国農業協同組合連合会
□太陽石油株式会社
□東京ガス株式会社
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会 員 日本国内でLPガスの輸入・生産を行っている企業（元売事業者）

会 長 江澤和彦（ENEOSグローブ株式会社 代表取締役社長 社長執行役員）

会員数 10社

創 立 1963年（昭和38年）

日本ガス体エネルギー普及促進協議会（コラボ）

日本ガス石油機器工業会
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１. LPガスの特長

LPガスは我が国の「S＋３E」の実現に大きく寄与するエネルギー

１）高効率な分散型エネルギー
• 単位当たり熱量が高く、国民生活に不可欠な熱エネルギー
• 国土のほぼ100％をカバー (島嶼部や山間部)

２）供給安定性
• 多様で安定した調達先 (中東からの輸入比率は1割程度)
• 備蓄体制の完備(国備・民備合計90日以上)＋軒下在庫

３）災害への強さ
• 設置や復旧が容易
• 品質劣化せず長期保存が可能
• 災害時におけるエネルギーの『最後の砦』との位置づけ
• 地方自治体との防災協定締結率は100％

４）クリーンなエネルギー
• 化石燃料の中で優れた環境特性を有し、A重油等からの

燃料転換は、低炭素化に向けた即効策のひとつ
• グリーンLPガスへの置き換えや省エネ化の推進等によるCN対応

スマート保安技術の活用等による安全性のさらなる向上を図りつつ、徹底した省エネ等によるCN対応 

を進め、国土強靭化ならびにエネルギー安定供給・安全保障の向上に向けて取り組んで参ります。
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水素・プロパンなどの物性値比較

水素
（Ｈ２）

メタン
（ＣＨ４）

プロパン
（Ｃ３Ｈ８）

アンモニア
（NH３）

メタノール
（CH3OH)

DME
（CH３OCH3）

高位発熱量 
(MJ/N㎥）

（Kcal/N㎥）

12.８
（3,050)

39.8
(9,496)

99.1
(23,677)

17.0
(4,065)

18.0
(4,280)

65.0
(15,490)

大気圧での沸点
（℃）

▲259 ▲162 ▲42 ▲33 +65 ▲25

ガス比重
（空気＝１） 0.07 0.56 1.52 0.59 0.79 1.59

CO2排出係数
（kg-CO2/MJ） 0 0.05 0.06 0 0.07 N/A

毒 性 無 無 無 あり
（燃焼時はNOｘ発生）

あり 無

既存インフラの活用 × ◎ ◎ △ △ 〇

天然ガス（メタン）とほぼ同様の環境特性を有するLPガスは、水素に比して
容積当たりの発熱量が8倍、アンモニアに対しても6倍近く高いことに加え、液化も
容易で可搬性に優れるなどの利点を有する。
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地球温暖化対策計画（2021年10月改定）の概要

2030年度に温室効果ガスを2013年対比▲46％削減を目指す。（従来目標▲26％）

→ さらに50％の高みに向け、挑戦を続けて行く。

（出所）経済産業省
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家庭からのCO2排出量の用途別内訳

         照明・家電製品（46%）、 給湯・厨房（29％）、暖房（21％）、 冷房（3％）

（出所）令和３年 環境省 家庭部門のCO２排出実態統計調査
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＊19年排出量（ネットベース）11.6億トン



COP28 (2023年11月30日～12月13日、ドバイ（アラブ首長国連邦））

COP28の決定文書では、世界の進捗と1.5℃目標には隔たりがあり緊急的な行動が必要である
こと、世界全 体で再エネ３倍・省エネ改善率を２倍へ拡大、化石燃料からの移行*などに合意。
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* Transition away from fossil fuels

（出所）経済産業省

*

G7トリノの気候・エネルギー環境大臣会合(2024年4月）では、GHG排出削減対策が講じられて
いない既存の石炭火力発電を2030年代の前半にフェーズアウトさせることを合意



2030年目標に対する我が国のCO₂削減に向けた進捗

 2022年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量は約10億8,500万トン（CO2換算）と
 なり、21年度比▲2.3％、13年度比▲22.9%減少。 
 過去最低値を記録し、2050年ネットゼロに向けた順調な減少傾向を継続。

（出所）環境省
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内、森林等による吸収量は
5,020万トン
（21年度比▲6.4％）



部門別 CO₂削減量の推移
 部門別には2013年度対比で、産業部門は▲5.3%減、運輸部門は＋3.9%増、 
業務その他部門は▲4.2％減、家庭部門は▲1.4%減。
コロナ禍からの経済回復による輸送量の増加に伴う運輸部門は増加の一方、産業部門、
業務その他 部門、家庭部門等については節電や省エネ努力等の効果によって減少。

（出所）環境省
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今後１０年の電力需要の想定 9

（中略）人口減少や節電・省エネ等により家庭部門の電力需要は減少傾向だが、人手
不足対応のための省人化、遠隔化に加え、データセンターや半導体工場の新増設等による
産業部門の電力需要の大幅増加により、全体として電力需要は増加傾向となった。

（出所）経済産業省 総合資源エネ調 基本政策分科会（2024.5.15)資料より

第六次エネ基策定時の
 電力需要想定



第七次エネルギー基本政策策定に向けた今後の政府の動き

 6月以降『ＧＸ2040リーダーズパネル（仮称）』を開催し、有識者から 見解を聴取。
それを踏まえてGX2040ビジョンにつなげる。 
 こうした議論も踏まえ、エネルギー基本計画・地球温暖化対策計画の見直しや、
カーボンプライシングの 制度設計につなげていく。

（出所）経済産業省 総合資源エネ調 基本政策分科会（2024.5.15)資料より
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エネルギー安全保障におけるLPガスの位置付けの重要性

（出所）経済産業省 総合資源エネ調 基本政策分科会（2024.5.15)資料より
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2019年 2021年 2023年

米国 73.6％ 67.0％ 62.5％

カナダ(西海岸）   4.6 12.5  18.1

オーストラリア 6.1 8.5 14.2

中東諸国 14.3 10.2 5.0

その他      1.4 1.8 0.2

（合計） 1,074万トン 1,030万トン 1,038万トン

日本のLPガス輸入量の推移（シェア）



化石燃料ボイラーのCN貢献に向けた各国の対応

⚫ 欧州諸国では、家庭用ボイラーのCN貢献を検討中。

(出所) European Heat Pump Association (2023) より作成。

⑤独: 24年以
降暖房の65%
を再エネで賄う.

⑨蘭: 26年からは
ハイブリッドHP設置を
標準化（ガスボイラ
の新設禁止）

④仏: 2022年7月1
日以降、暖房への石炭
利用・石油ボイラの
新設禁止.

①澳:22年から
石油石炭ボイラ
での更新禁止. 
23年から新築で
の天然ガスボイラ
禁止案を審議.

③デンマーク:石
油ボイラの設置を
禁止（新築は
2012年・既築は
2017年から）、
2030年から天
然ガスの暖房利
用を禁止.

⑩諾:20年以降
石油ガスボイラ禁
止.

②ベルギー:Flanders
地方では新築で2022
年から石油ボイラ設置
禁止、2026年から新
築で、天然ガス接続禁
止.

⑫英:35年以降、ガスボ
イラの段階的新設禁止.

⑪スロバキ
ア:23年以降
石油ボイラ販
売・設置禁止
の計画.

⑥アイルランド:22年以
降石油ボイラ、25年以
降ガスボイラ新設禁止.

⑦伊:短期的
には石油・天
然ガスボイラ新
設禁止の政府
提言なし.

欧州諸国での化石燃料ボイラーに関わる方針

⑧ルクセンブ
ルグ:23年以
降新築での
石油ガス利
用禁止

英国の政府方針
内容

全体 ⚫ 断熱性能の向上を前提に熱供給源を脱炭素化（ヒートポン
プ、バイオエネルギー、水素）。輸出振興を視野に、国内
でのヒートポンプ製造を支援。

天然ガスボイ
ラーの段階的廃
止（検討中）

⚫ ガス導管接続住宅・建築物では2035年以降に天然ガスボイ
ラー設備新設の段階的廃止を提言。イングランドのガス導
管非接続住宅では、2026年（建築物は2024年）以降、化石
燃料ボイラーの新設を段階的に廃止し、低炭素代替源に転
換することを提言。

水素の導入 ⚫ 2026年までに暖房・給湯における水素の役割を決定。

助成措置
（家庭）

⚫ 家庭が空気熱源ヒートポンプに切り替えた場合に5,000ポン
ド、地熱源に切り替えた場合に6,000ポンドの補助金を提供。

⚫ 2027年までヒートポンプ等の省エネに資する設備の設置にあたる付
加価値税を控除。

助成措置
（製造事業者）

⚫ Heat Pump Ready research Programme：ヒートポンプ
のコスト低減に資する革新的ソリューションの開発に向けて60百万ポ
ンドを提供。

⚫ Heat Pump Investment Accelerator Competition 
(HPIAC)：ヒートポンプ製造工場の新設や拡大に関して、設備投
資にかかわる補助金を支給（2023年以降に30百万ポンド）。

化石燃料ボイラー
からヒートポンプへ
の転換

⚫ 石油・LPG・ガスボイラー製造事業者へのヒートポンプ販売台数義務
化を提案。支援措置に加え、目標未達分をクレジットで調達する
「Clean Heat Market Mechanism」の導入を検討中。
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（出所）経済産業省
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官民協議会について

⚫ 『CO2等を用いた燃料製造技術開発』の進捗管理のみならず、国内外の動向把握や商用化に向けた環境整備等について官
民が一体となって検討していく場として官民協議会を設立。検討結果は、総合資源エネルギー調査会等において審議し、必
要な政策の企画・立案につなげていく。

合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会

グリーンLPガス商用化に
は、社会実装に向けたロー
ドマップ作りや品質基準の
統一化、或いはトランジ
ション期間での燃焼機器の
省エネ化といった課題を官
民が一体となって取り組む
ことが重要。
こうした課題の解消に向

け、幅広く協議し、情報を
共有化するため、2022年
７月に本検討会を設立。

トランジションWG

グリーンLPガス認証WG（2024年度活動予定）

グリーンLPガス品質・安全等WG（2024年度活動予定）

海外展開WG（2024年度活動予定）

高効率機器普及SWG（2023年度活動予定）

CNLPG活用検討SWG（2023年度活動予定）

製造・供給WG

流通WG

持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会 グリーンLPガス推進官民検討会

航空分野の脱炭素化に向け、将来的に最もCO2削減効果が高いとされてい
るSAFの活用が期待されているが、現状は、世界的にもSAFの供給量は少なく、
製造コスト等が課題。SAFの導入にあたり、国際競争力のある国産SAFの開
発・製造を推進するとともに、将来的なサプライチェーンの構築に向けて、供給側
の石油元売り事業者等と利用側の航空会社との連携を進めることが重要。
今後SAFの導入を加速させるため、技術的・経済的な課題や解決策を官民

で協議し、一体となって取組を進める場として、2022年4月、資源エネルギー庁
及び国土交通省が合同で本協議会を設立。

CO2カウントに関するタスクフォース

国内メタネーション事業実現タスクフォース

メタネーション推進官民協議会

海外メタネーション事業実現タスクフォース

合成メタンの実用化に向けたメタネーションの設備大型化や高効率化、安価
な水素・CO2の調達、CO2 のカウント等の課題への対応が必要。
都市ガスや燃料、その他の用途での活用拡大に向け、技術的・経済的・制度

的課題や、その解決に向けたタイムラインを官民で共有し、一体となって取組を
進めるため、2021年６月に本協議会を設立。

商用化推進WG

環境整備WG

合成燃料の商用化に向けては、技術面・価格面の課題に加え、認知度向上
のための国内外への発信や、サプライチェーンの構築、CO2削減効果を評価す
る仕組みの整備等の課題に対応するため、官民が一体となって取り組んでいくこ
とが重要。
このため、2022年９月に本協議会を設立。
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合成燃料（e-fuel）に関する現行の取組の課題と対応の方向性

現行の取組の課題

①商用化目標（現行目標では2040年）
2035年乗用車新車販売で電動車100％とする政府

目標における時間軸との不整合などから、各方面から商
用化目標を前倒しすべきとの意見あり。

②多様な担い手と早期のオプション提示
海外では、他業種・スタートアップ等によるプロジェクトが

存在。我が国も、技術やノウハウを持つ多様なプレー
ヤーを巻き込み、イノベーションを加速させるべきとの意
見あり。少量でも良いので、実際にe-fuelが使えること
を早めに示すべきとの意見あり。

③国際ルール
e-fuelの国際的な認知と環境価値（CO2の削減効
果）の扱いについてのコンセンサスが不十分。

➢ GX実現に向けた基本方針（令和5年2月
閣議決定）において商用化前倒しの追求
に言及

➢ GI基金事業を通じた商用化前倒しを検討

➢ e-fuelの早期供給を目指す取組（国産プ
ロジェクトの組成・海外プロジェクトへの参
画）への支援

➢ 共同ワークショップ等を通じた各国との連携
（米・独との政策対話等）

対応の方向性

④情報発信のプラットフォーム
e-fuelに関する国際・企業間の連携や、内外の情報
収集・発信におけるプラットフォーム機能が不十分。

➢ 情報発信プラットフォーム（企業・団体連携、
内外の情報収集・発信）の構築

（出所）経済産業省
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合成燃料（e-fuel）に関する世界の動向
⚫ 世界各地で合成燃料（e-fuel）関連の技術開発や実証プロジェクトが推進されており、安価な水素調達が見込まれる地域を

実証フィールドに選定しているプロジェクトが存在。

⚫ チリのHaru Oniプロジェクトは、既存技術を用いてデモプラントを立ち上げるなど、世界を先行。GI基金事業で実施している技
術開発は、低コストを目指した大規模かつ高効率な製造技術の確立を目指しており、製造方式が異なる。

⚫ 世界の動向に注目しながら、可能な限り早期に合成燃料（e-fuel）の供給を目指していくことが重要。

⚫ “Haru Oni”は原住民の言葉で「強風」を意味する。
⚫ 風力発電由来の再エネ水素とDACによるCO2から生産されたメ

タノールをMTG（Methanol to Gasoline）プロセスによりガソ
リンに転換。

⚫ 2022年12月にデモプラント（年間130kℓ）での生産実証が
開始。2026年までに年間55万kℓに段階的に生産能力を拡
大する計画。

⚫ チリの国営エネルギー会社AMEを中心に、ポルシェ、シーメンス、
エクソンモービルがPJパートナーとして名を連ねている。

Haru Oni プロジェクト（チリ）

・・・

エネオス（日本）レプソル（スペイン）

⚫ 2024年、年間
2670kℓ規模の
稼働を計画
※1t=1.16kℓ換算

⚫ 2022年、GI基金に採択
⚫ 2028年までに年間1.7万

kℓの製造を目指す

Norsk e-Fuel
（ﾉﾙｳｪー /ｺﾝｿー ｼｱﾑ）

⚫ 2023年までに年間1万
kℓ、2026年までに年
間10万kℓの生産能
力のプラントを稼働する
計画

トタルエナジーズ
（フランス）

⚫ 2021年、
独の製油所
において実
証事業中

Infinium
（米・カナダ）

⚫ ソリューションの商用化
や市場展開に関する
検討を実施中

⚫ 米国三菱重工も出資

HIF USA（米）

⚫ Haru Oniプロジェクトの主体
HIF Globalから技術を展開

⚫ 2023年から設備を建設し、
2026年に年間75.7万kℓ
の生産を予定Westküste100

（独/ｺﾝｿー ｼｱﾑ）

Nordic 
Electrofuel
(ノルウェー) 

⚫ 洋上風力発電、水素製造、合成
燃料製造を行う実証事業。プロジェ
クト総額は 8,900 万ユーロに上る

⚫ 2025年に1万
kℓのプラントが
稼働予定。

＜世界の合成燃料（e-fuel）に関するプロジェクトの例＞
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（出所）経済産業省



（※）ICAO, International Civil Aviation Organization（国際民間航空機関）

＜CO2削減枠組みスケジュール＞

2021年～2026年

•対象国のうち自発参加国の事業者※のみ、
排出量を抑制する義務が発生。
•日本は自発参加国であり、ANA、JAL等
が対象。

2027年～2035年

•全ての対象国の事業者※に、排出抑制義
務が発生。
•中国、ロシア等の一部大国も義務化の対
象。これにより、SAFやクレジットの必要量
が増大する可能性有。

 ～2050年

2050年までのカーボンニュートラルの達成

（※）対象は、最大離陸重量5,700kg以上の事業者。

＜国際航空からのCO2排出量予測と排出削減目標のイメージ＞

SAFが必要となる背景：ICAOによる国際航空輸送分野でのCO2排出規制

運航改善

新技術

2050年時点での
CO2削減寄与度
①新技術：21％
②運航改善：11％
③SAF：55%

出典：ICAO LTAG Reportから抜粋
  （IS3：ICAOによる野心的なシナリオ）

⚫ 航空業界の国際機関であるICAO※において、国際航空輸送分野における2021年以降のCO2排出
量を、2019年のCO2排出量（基準排出量）に抑えることが目標とされている。
また、2022年のICAO総会において、2024年以降は、2019年のCO2排出量の85％以下に抑えると
いう、より厳しい目標が採択された。

⚫ 航空会社は、こうした目標を達成するため、CO2排出量を削減しなければならない。そのための達成
手段として、SAF（Sustainable Aviation Fuel，持続可能な航空燃料）の導入が必要とされている。
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米国とEUにおけるSAFの規制と支援策の整理

米国 EU

規制

なし

※義務ではないが、「SAFグランドチャレンジ」において、2030年のSAF

供給量を30億ガロン／年（米国内での航空燃料消費量の1割）
とする目標が存在。

【RefuelEU Aviation】（EU理事会、欧州議会等で議論中）

• 航空燃料供給者に、EU域内で供給する航空燃料に対して一定
比率以上のSAF・合成燃料の混合を義務づけ。

• 航空会社に対しては、域内空港でのSAFの給油を義務づけ予定。

• EU域内の各国も、独自のSAFの供給義務・目標を設定。イギリ
スでは、2030年までに航空燃料の10%をSAFに置き換える目標
を設定し、燃料供給事業者に対する義務を2025年に導入予定。

支援策

【IRA（インフレ抑制法）】（2023年～2027年の5年間）
• GHG削減率が50%以上のSAFを、ケロシンに混合する事業者に対
する1.25ドル/ガロン（約45円/L）の税額控除。GHG削減率に応じ
て、最大1.75ドル/ガロン（約62円/L）まで控除。

• 設備投資支援に、約300億円強の補助金を措置。

【RFS（再生可能燃料基準）、LCFS（加州低炭素燃料基準）】

• 燃料供給事業者に対して、バイオ燃料の混合・供給や炭素強度
（CI）の低減を義務付け。

• SAF自体の供給目標はないが、SAFの製造により生じるクレジットを、
燃料供給事業者に対して売却することで収益を得られる。

【EUーETS】
• 航空会社に対してCO2オフセット義務（2026年以降全量オーク
ション）を適用しつつ、SAFは排出ゼロとして扱う（排出枠の調達
は不要）。加えて、航空会社に対して、SAFの使用量に応じて、
追加的に排出枠が割り当てられる（SAFを供給すればするほど、
市場に売却可能なクレジットを追加的に得ることができる）。

【EU課税指令】（審議中）
• 航空燃料の税率を2023年～2033年にかけて段階的に引上げ
（2030年時点での課税額は約50円/L程度となる見込み）。

• SAFは2033年までの間は、税率は引き上げず、税制負担ゼロ。

【各国空港での支援】
• 来航地としての競争力強化を目的とした空港による支援を実施。

2025 2030 2035 2040 2045 2050

SAF 2% 6% 20% 34% 42% 70%

うち合成燃料 － 1.2% 5% 10％ 15％ 35%

欧米の状況を踏まえ、GX基本方針に於いて、SAFの2030年の供給目標量を法的に設定（航空燃料
消費量の10％（171万キロリットル相当））とすることを明記。
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◎ メタネーション反応とは？

触媒を介し、二酸化炭素と水素から合成燃料に転換する技術。

    【化学式】 CO₂＋４H2 → CH４＋２H2O

◎国内での取り組み状況等
NEDO*事業等による大型の実証試験設備での開発が進行中。

 

＊ フランスの化学者 ポール・サバティエ博士(1854～1941年）によって開発された製造技術

サバティエ反応によるCO₂メタネーション*技術（e-メタン）

● INPEXと日立造船は共同して、長岡市でメタン製造量
８N㎥/時の実証事業を実施。

● INPEXはまた、大阪ガスと共同で製造能力400N㎥/
時の大型実証実験を推進。（NEDO事業）

● 東京ガスは横浜市鶴見区で、メタネーション実証試験を
2022年3月より開始。 

新潟県長岡市 越路原プラント内の実証設備

19

＊ 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

東ガス、大ガス、東邦ガス、三菱商事、ならびにセンプラ（米国）の５社は、米国キャメロンLNG基地周辺
で製造したe-メタンの日本への輸入を検討中。2030年に年間13万トンのe-メタン輸入を目指す。



合成メタン(e-methane)の推進に向けた現状・課題と今後の対応等

カ
ウ
ン
ト
ル
ー
ル

＜現状・課題＞ ＜今後の対応等＞

技
術
開
発

⚫ 大量供給を可能とする、合成メタンの大規模か
つ高効率な生産技術が未実現。

⚫ SHK制度を始めとする国内制度において、合
成メタン(e-methane)利用についてのCO2
 排出計上の扱いが確立していない。

⚫ 海外生産の合成メタンは、国レベル及び企業
活動レベルの国際的なルールや民間基準等で
の、CO2排出の取り扱いの調整・整理が重要。

⚫ 本年度、SHK制度の検討会において、合成メタン
を含むCCUの取り扱いの検討が開始。

⚫ 国レベル、企業活動レベルのそれぞれの国際的な
ルール等に関しても、先行する日本企業による海
外での合成メタン製造プロジェクトを具体事例とし
て、 関係省庁や関係企業・団体が連携して取り
組む。

⚫ 第6次エネルギー基本計画において、2030年
の合成メタンの導管注入１％を目標としている。

⚫ 合理的な供給価格の実現が見込まれる2050
年までの間については、製造コスト・供給価格と
LNG輸入価格との価格差に留意した、導入促
進のあり方を検討する必要あり。

⚫ 電気の制度の段階的発展の経緯や諸外国の制
度も参考に、関連技術の発展段階や2030年の
NDC達成に向けた時間軸や民間事業者が検討
中の事業の進捗状況を踏まえて、事業者間、カー
ボンニュートラルなガス間及び脱炭素エネルギー間
の公平な競争と新規参入によるビジネスのダイナミ
ズムが生まれるような制度・仕組みについて、需要
家の視点や支援を行う場合の財源の負担のあり
方も含めて、規制・支援一体で、具体的な検討
を行う。

規
制
と
支
援

⚫ サバティエ反応による中規模のメタネーションの技
術開発・実証(NEDO事業)や GI基金による革
新的メタネーション技術の開発を実施中。

⚫ 更に、世界初となる毎時数千㎥超の大規模メタ
ネーションプラントの技術開発・実証に対する支援
を検討する。

⚫ 高度化法の現行目標は、合成メタンを対象と
していない。

＊SHK制度：国内法に基づく義務的な排出量の算定および
報告制度で、算定・報告方法を法令等で規定。

◎ サバティエ反応とは？

触媒を介し、二酸化炭素と水素からメタンを合成する技術。
(FT反応と同様、発熱反応）

  【化学式】 CO₂＋４H2 → CH４＋２H2O
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目次

第2部 次世代燃料分野での政府の取り組み

第1部 カーボンニュートラル(CN）全般に亘る
国際的な動きと我が国の対応

第３部 グリーンLPガス合成技術開発を始めと
するCNに向けたLPガス業界の取り組み
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LPガスは本質的にCO2排出量が低く、環境に優しいエネルギーですが、
更にLPガス産業全体のネットゼロエミッションに向けた取り組み等を進
め、低炭素化社会に大きく貢献します

IoT、AI等の先進スマート技術や革新的技術開発によるLPガスの
合成を進め、マイクログリッド構築に必要なLPガス用発電機器等の
設置を推進することで、分散電源化にも積極的に対応します

サステナブルな社会を構築するには、分散型エネルギーであるLPガス
が災害時や平時にも電力のバックアップをすることが必要であり、エネ
ルギーセキュリティの観点からもLPガスは社会に貢献し続けます

LPガスは供給体制が万全な分散型エネルギーであり、持続可能
 (サステナブル)な強みを将来的に持ち続けることから、発展した社会と
人々の豊かな暮らしを継続的かつ安定的に支えます

（日協SDGs ）LPガスが果たす環境・レジリエンス等への長期貢献

・安定供給

・LPガス備蓄体制

・カーボンニュートラル

・分散型マイクログリッド

・燃料転換

（国備・民備）            ・災害対応型バルク供給システム

・LPガス仕様GHP等

LPガスの生産技術開発

との連携

・LPガス燃料船

22
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(一社)日本グリーンLPガス推進協議会による研究開発の概要

アストモスエネルギー、ENEOSグローブ、ジクシス、JGE、岩谷産業、日本LPガス協会(準会員)

2021年10月18日設 立

会 員

Project１ Project２

発表日 2021年10月20日 2022年2月25日事業採択

開発テーマ
中間冷却（ITC）式多段LPガス 
直接合成法（自費研究）

カーボンリサイクルLPガス技術の
研究開発（NEDO事業）

開発期間 2021年10月～2025年 2022年4月～

開発体制
北九州市立大学との連携でHiBD
研究所 藤元薫先生（東大名誉、
北九大特任教授）との実証研究

国立研究開発法人産業技術総合
研究所ならびにエヌ・イー ケムキャット
株式会社（大手触媒メーカー）との実
証研究
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 （20年11月～21年3月）
 日協主催による「グリーンLPガスの生産技術に向けた研究会」の開催（計5回）

 座長 ： 早稲田大学 先進理工学部 応用科学科 関根泰教授



➢ LPガスは、2050年時点においても約6割の需要が維持される見込み。

➢ 2030年までに合成技術を確立し、商用化を実現。

➢ 2050年には需要の全量をグリーンLPガスに代替することを目指す。

(2021年6月 閣議決定)

➢ 「最後の砦」として、平時のみならず緊急時のエネルギー供給に貢献する重要なエネルギー源。

➢ 緊急時にも対応できるような、強靭な供給体制の確保が重要。

➢ 脱炭素化に向け、バイオLPガスや合成LPガス等の研究開発や社会実装へ取組みを後押しする。

(2021年10月 閣議決定)

カーボンニュートラル政策におけるLPガスの位置づけと記載内容

ＣＮ化に向けた政府によるグリーンLPガス政策の方向性

第6次エネルギー基本計画

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

24

GX実現に向けた基本方針 (2023年２月 閣議決定)

メタネーションについては、燃焼時の CO2 排出の取扱いに関する国際・国内ル ール整備に向けて   

調整を行い、化石燃料によらないLPガスも併せて、グリーンイノベーション基金を活用した研究

開発支援等を推進するとともに、実用化・低コスト化に向けて様々な支援の在り方を検討する。



5-2 推進協が進めるグリーンLPガス研究開発

北九州市立大学ひびきのキャンパス

でのベンチプラントによる研究開発

北九州市エコタウンでの実証化

（5～10kg／日） 【総工費 約2億円】

北九大特任教授（東大名誉教授）の藤元先生と研究助手の
Dr.ジャムラック

現 状 2024年９月～

北九州市立大学
ひびきのキャンパス

北九州市
   エコタウン

23年6月 北九州市と土地の賃貸借契約締結

２４年 3月 建屋竣工

８月 実験設備の据え付け・試験運転完了

９月 大型実証試験装置の本格稼働開始

【今後の概要スケジュール】

北九大から車で約20分

©2024 日本グリーンLPガス推進協議会

研究棟実験棟

今春竣工した大型実証試験装置を
 行う実験棟 （敷地面積：500㎡）

北九州市 環境未来技術開発助成金に採択（令和５年度）
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LPガス合成プロセスの概要

原料ガスの調整

CO₂を部分改質して最適CO/ CO2比

の原料ガスの調製法を開発

プロセス検討

低圧(2～3MPa)で運転でき、LPガス

を選択的(80%以上)に与える安価で

安定な触媒システムを確立

触媒開発

・ 耐水、耐コーク性の新しいゼオライトの開発中

・ 触媒のその場再生を確立

©2024 日本グリーンLPガス推進協議会
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27推進協が進める大型試験装置による実証研究（＠北九州市エコタウン） 28

出所：北九州市環境局



30

29



開発者 プロジェクト概要

北九州
市立大学
（グリーン
推進協）

逆シフトコンバーターでCO2をCOに変換し、水分をイ
ンタークーラーで除去し、ハイブリッド触媒による第一
反応器でCO2、CO、H2からDME合成後、水分除
去し、第二反応器のLPガス触媒でプロパン・ブタンに
変換、LPガス収率はCO2ガスモル基準で85%を目
標

産総研／NECC
／グリーン推進

協
（NEDO事業）

中間体DMEから省水素、高効率にLPガスを合成す
る技術開発。DMEからオレフィンを合成する脱水縮
合反応と、オレフィンからパラフィンを合成する水素化
反応を結合し一つの反応塔でLPガス合成するのが
目標。LPガス収率は70%を目標

ENEOSグローブ
（NEDO事業）

大崎クールジェンのIGCC由来のCO2を利用し、
FT合成によって石油連産品とLPガスを合成する。安
価で耐久性があり、効率の高い触媒開発と製造工
程の確立が課題。触媒は富山大学と日本製鉄が
開発と改良を担当する

古河電工
（GI基金）

化石燃料によらない家畜糞尿等から、北海道大学、
静岡大学が開発するラムネ触媒でLPガスを合成する。
LPガス収率は50％を目標とする

クボタ
（環境省事業）

未利用の稲わらをメタン発酵、革新的触媒技術によ
りLPガスを含むバイオ燃料を製造する。グリーンLPガ
ス合成技術は早稲田大学等の保有技術を用いた
直接合成を目指す

高知県
（環境省事業）

高知県に賦存する木質バイオマス資源等からグリー
ンLPガスの地産地消モデルを確立するもので、革新
的で比較的安価な触媒技術の開発は早稲田大学、
京都大学が行う

2022/2023

2025 2030～

C
O
2
リ
サ
イ
ク
ル

F
T

バ
イ
オ

５～10kg／日

ベンチスケール実証

・触媒改良、量産
・ベンチプラント試運転まで

1,000トン/年

グリーンLPガス技術開発概要

100kg／日

スケールアップ実証

10トン／日

10～100トン規模で
社会実装を目指す

触媒評価 実装検討

社会実装

現地実証

・メタン発酵、触媒実証
・稲わら収集調査

現地実証

実装

実証プラントでの評価

ベンチプラント設計、建設 200～300トン／年

５～10kg／日

ベンチスケール実証

100kg／日

ベンチスケール実証

10トン／日

10～100トン規模で
社会実装を目指す

ベンチスケール実証

事業化に向けた環境整備 実証試験

・グリーンLPガス合成触媒の開発
・事業者、プロジェクトの具体化、事業計画策定

2022/2023

・メタン発酵規模最大 5トン/日

・連続試験により触媒性能確認、改良点抽出
・LPガス成分、連産品収率の確認

社会実装

出典：第３回官民検討会資料より抜粋
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リサイクルCO2

フィッシャー・トロプシュ
（FT）合成

バイオ原料

北九州市立大学
（ｸﾞﾘｰﾝ推進協）

産総研／NEケムキャット
（NEDO事業）

ENEOSグローブ
（NEDO事業）

古河電工
（GI基金）

クボタ
（環境省事業）

高知県
（環境省事業）

DME
（ジメチルエーテル）

経由

レトロアルドール反応

炭素鎖（-C-）を
積み上げて作る

（合成ガス）

炭素鎖（-C-）を
切って作る

（グルコース/フルク
トース）

合成の考え方 反応経路 研究チーム 原料

グリーンLPガス技術開発概要 31



● Dimeta社（蘭SHVエネルギーと米UGIの合弁）は英国北東部の
Teesside において、家庭や商業施設等から排出される有機廃棄物や
プラスチックゴミ等を原料として、リニューアブルで再生可能な合成燃料と
してのrDME(*)を2027年から年間5万トンの生産規模で製造販売
を行う計画。 ＊ジメチルエーテル（化学式：CH3-O-CH3)

● 但し、プロジェクトの進捗は遅れ気味で、合弁事業を解消するとの報道
 あり。 ⇒ 今後の動向を注視 

出典：Dimeta社HPなど

Dimeta社による英国（Teesside）でのrDME製造計画 32
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グリーンLPガス推進官民検討会の設置と検討状況

座   長 ： 橘川 国際大学学長
事務局 ： 日本LPガス協会 オブザーバー

産
日協（日本グリーンLPガス推進協議会）、全エル協、

古河電工、クボタ、日本ガス石油機器工業会

学 関根教授(早稲田大）、NEDO、産総研

官 経済産業省

検討会メンバー

【日協】 常任理事会社（５社）
【流通】 サイサン、エア・ウォーター 
【燃焼機器】 三浦工業
【その他】 日本ガス協会、KHK、

日本コミュニティーガス協会、
JOGMEC、日本自動車工業会、
全国ハイヤー・タクシー連合会 他

2050年カーボンニュートラル社会の実現に向け、グリーンLPガスの社会実装に向けたロードマップ
作りや品質基準の統一化、トランジション対応策を巡る議論を官民で共有化し、協議すべく、
経済産業省が参加する形での検討会を日本LPガス協会が中心となって2022年7月に設立。

検討会設立の目的

開催月 主な検討事項

第1回 22年07月 検討会で今後議論すべき課題や方向性の確認と共有化

第2回 22年11月 各プロジェクト毎のグリーンLPガス製造開発を巡る技術情報の共有化

第3回 23年03月 トランジション対応を巡る高効率給湯器の普及促進やカーボンクレジット

利用に向けたワーキンググループの設置

第4回 23年07月 過去3回の検討会を踏まえた今後の検討会での議論の方向性の整理と確認

第5回 23年10月 各プロジェクト毎の直近の技術開発状況の共有化

第6回 24年03月 CN化に向けた具体的な取り組み策（ロードマップ）と課題の共有化

これまでの開催状況
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検討課題 具体的な方向性 備考

社会実装に向けた
ロードマップ作り

社会実装の具体的な時期や規模等に関する
共通の目標作り

2030年での家庭部門のCO２削減目標（66％）に
向けた対応

CNLPG（カーボンオフ
セットLPガス）活用に
向けた課題整理

二重計上防止策を巡る自主ルール作りや
名称の統一化等

2021年以降の総計ベースでの
CNLPG調達実績を公表

省エネ機器の普及促進
（トランジション対応）

エコジョーズを始めとする高効率給湯器の普及
促進（JGKA等との連携による燃焼効率の悪い一般
燃焼機器からの切り替え）

エコジョーズ設置における
ドレイン排水の雨水扱い化

新築住宅に対する新たな省エネ性能基準（ZEB・
ZEH）の下でのグリーンLPガスの適合化

ハイブリッド給湯器やエネファームの普及促進

グリーンLPガスの
品質基準作り
 

現行のC3純度を維持しつつ、混合物の具体的な
許容内容を詰める（含DME)

… 保安確保を含めた液石法での諸規制や新名称
の在り方

現行規格（C3＋プロピレン）
・液石法（JIS) ≧ 80％
・日協ガイドライン ≧ 92％

・海外を含めた第三者認定の取得
・どの様なものをグリーンLPGと呼称するのか業界
統一ルール（混入比率、CO₂カウント有りか、現物の
みか）

・産ガス国、消費国（WLPGA) 等との調整
・海外での研究開発動向のフォロー

低廉かつ安定的な水素
とCO２の調達

・オンサイトプロパネーションでのCO２活用
（含、下水処理汚泥施設でのバイオガスの活用）
・SOEC技術の活用、等

熱需要の多い大口ユーザー（CO２排出工場）や
地方自治体との連携

LPガス燃料船の導入促進に向けた国内バンカリング体制の確保に向けた検討作業は、日協側で別途実施

官民検討会で協議すべき課題と方向性

社会実装に向けた
ロードマップ作り

省エネ機器の普及促進
（トランジション対応）

CNLPG（カーボンオ
フセットLPガス）活用
に向けた課題整理

グリーンLPガスの
品質基準作り

低廉かつ安定的な
水素とCO2の調達
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法・規格名 液石法※1 JIS K 2240 品質ガイドライン

試験方法
項目 単位 い号 ろ号 は号 1種1号 1種2号 1種3号 2種1号 2種2号 2種3号 2種4号 プロパン ブタン

密度(15℃) g/cm3 ― 0.500～0.620 0.500～0.620

JIS K 2240
蒸気圧(40℃) MPa 1.53以下 1.53以下 1.55以下

1.25以
下

0.52以
下

1.53以下 0.52以下

組成

JIS K 2240
ASTM D2163

エタン
エチレン

mol%

5以下 5以下 ―
5.0
以下

報告

プロパン
プロピレン

80以上
60以上
80未満

60未満 80以上
60以上
80未満

60未満 90以上
50以上
90未満

50未満 10以下
92.0
以上

報告

ブタン
―※2 20以下 40以下 30以上 10以下 50以下

50以上
90未満

90以上
報告

95.0
以上

ブチレン 報告 2.0以下

1,3-ブタジエン 0.5以下 0.5以下 ― 0.1 wt%未満

ペンタン

―

― 報告 2.0以下

銅板腐食 1以下 1以下
JIS K 2240

硫黄分 mg/kg 50以下 50以下

蒸発残渣 mg/kg

―

10以下 JLPGA-S-03

遊離水分 無※4 JLPGA-S-02

水銀 mg/Nm3 供給設備に腐食を生じな
いこと※3

0.009
以下

0.08以下 JLPGA-S-07

※1 液石法施行規則第12条第1項
※2 液石法第2条による液化石油ガスとは、プロパン、ブタンその他政令で定める炭化水素(プロピレン)を主成分とするガス
※3 同施行規則例示規準39
※4 プロパンで70 質量分率ppm以下、ブタンで40 質量分率ppm以下であれば遊離水分なしと判定
※5 その他、品質ガイドラインでは冬季におけるプロパンへのメタノール添加（最大2,400ppm）を規定している

繰り返し充填される場合、重い成分の濃縮が起こる
ため液石法「い号」を満たすには92.0%以上必要

LPガス品質規格 35



LPガスのＣＮ対応に向けた今後のロードマップ

CN対応

１,4００万トン（足元）

     ⇒ １,2５０万トン（2035年）

国内需要 【減少率: 年１％】
  省エネ・燃転を除くベースライン

2030年 2035年

2030～35年に向けたグリーンLPガスの社会実装を確実に進めて行くための具体策

● 海外からのグリーンLPガス輸入（含、rDME)に向けた、海外プレーヤーや生産者との連携強化

● 地域中心（地産地消）型の国内生産は早期の事業立ち上げに向けた取り組みの加速化

● 省エネ化/燃料転換の促進・カーボンクレジットの利用拡大

数量 割合 具体的な対応策など

Ⅰ．グリーンLPガスの輸入

100万トン 50%
・アストモス／古河電工／SHVによる海外製造
プロジェクトからの調達

・その他、海外からのグリーンLPG/rDME調達

Ⅱ．国内生産

20万トン 10%
・推進協議会による北九州地域での社会実装化
・古河電工による北海道鹿追町での生産

Ⅲ．カーボンクレジットの利用拡大

20万トン 10% ・LPガス市場でのカーボンクレジットの利用拡大

Ⅰ～Ⅲ．小計 （供給サイドのグリーン化対応）

140万トン 70%

Ⅳ．省エネ化・燃転の推進 （化石部分の省エネ化）

60万トン    30%

・高効率給湯器の普及促進
（エコジョーズ、ハイブリッド給湯器、家庭用
燃料電池の一段の普及促進）

・石炭/重油等からの燃料転換、等

（CN対応量 合計 200万トン）【CO₂換算 600万トン】

2035年に向けた個別の数値目標と方策

2050年時点でのLPガスの全量CN化（約800万トン）を視野に、
2035年時点での想定需要比（省エネ対応前）１6％（約200万トン）のCN対応（非化石化）を目指す

他
の
合
成
燃
料
開
発
と
の

連
携
も
要
検
討

;

CN対応量＝200万トン 
(CO₂換算 600万トン)

2035年 想定需要全体の
       16％をCN対応

Ⅳ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅲ

化石部分の省エネ化（60万トン）

省エネ対応後 ：1,190万トン

供給サイドのグリーン化対応（140万トン）

Ⅲ.Ⅳは官民検
WGで深掘り

2050年までに全量CN対
応

第６回

官民検討資料  ① 36



グリーンLPガスの輸入

LPガスのＣＮ化に向けた今後の課題と対応（案）(1/2)

➢ 海外プレーヤーや生産者との連携 ➢ 海外投資に向けたインセンティブ(財政支援等）付与

➢ 海外からの共同調達に向けた検討
➢ JBSL（バイオマス燃料供給LLP)に類似した共同調達

組織の立ち上げに向けた公取委等との調整

国内生産

➢ 都市ガス・石油業界との横断的な取組み

合成に必要なCO2や水素の安定調達
CO2や水素のマテリアルバランスを考えるうえでの
バイオ資源等のLPガス合成への適切な原料配分

e-fuelや都市ガス等、他のグリーン燃料開発
との連携、合成過程で出る副産物の有効活用  大型実証プラント建設・試験運用のための体制

構築・整備費用の支援、既存設備の有効活用等既存設備を活用したC3／C4成分への分離・
分溜についての検討

➢ 社会実装に向けた実証試験の継続 ➢ 産総研等を含めた研究開発への国からの支援継続

➢ 地方自治体との連携強化 ➢ 地域中心（地産地消）での社会実装に向けた支援

➢ 新たな品質基準の制定
 （rDMEの混入割合基準作り、品質管理体制の確立等）

➢ JIS規格等の国内基準への反映

➢ 安全性確保に向けた財政支援

➢ グリーンLPガスの国内外での環境価値（認証）作り ➢ 国内外で環境価値を認識されるための支援

LPガス業界としての課題 行政への制度・政策上のお願い案

供給関連、全般
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ＬＰガスのＣＮ化に向けた今後の課題と対応（案）（2/2)

省エネ化・燃転の推進

➢ LPガス由来のCO2削減量の見える化とScope3
まで含めた削減目標策定に向けた検討

➢ CO2の持続的削減のための高効率機器導入支援

（補助金並びにエコジョーズのデファクト化、等）

➢ 燃料転換を促進するための支援

➢ CN化に向けた消費者向けのPR活動

カーボンクレジットの利用拡大

➢ 普及拡大に向けた消費者向け認知度の向上と
  環境価値の訴求

➢ ガイドライン作り等による 自主取り組みの強化
    （二重計上の防止、グリーンウォッシュ批判の防止等）

➢ J－クレジットの利用拡大に向けた更なる市場整備
➢ ボランタリークレジットを含めた利用拡大に向けた

インセンティブ付与

その他

➢ LPガスの信頼性維持・向上のために料金透明
化・取引適正化等商慣行是正

➢ 都市ガスへの増熱用原料としての需要の維持

➢ 船舶用代替燃料としての用途拡大 ➢ CNな船舶燃料としての行政面への反映

LPガス業界としての課題 行政への制度・政策上のお願い案

関係省庁や利用者等へのグリーンLPガスの認知度アップ
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座長：  ㈱住環境計画研究所 鶴崎所長

委員： 全Ｌ協、コミュニティーガス協会、ガス石工業会、
ＧＨＰコンソーシアム、ボイラメーカー（団体）、
METI、日団協、日協（事務局）

構成メンバー

『高効率機器等普及促進に向けたＷＧ』の立ち上げについて

●LPガス供給のグリーン化に加え、徹底した省エネを通じたLPガス市場のCN化に向けて、高効率燃焼
機器のさらなる普及促進や、重油ボイラー等からの燃料転換等を通じたCO₂削減目標を設定する。

●全体目標に掲げたCN化に向けたロードマップに基づき、以下の４部門毎に実効性のある CO₂削減
目標と実行プランを作り、進捗状況を官民検討会に適宜報告する。

WG立ち上げの目的・ねらい

２０２３年度 ２０２４年度

1月 2月 3月 上 期 ９月 下 期 3月

・高効率給湯器導入促進 （R5補正） 580億円
・既存賃貸集合住宅支援 （R5補正） 185億円
・子育てエコホーム支援事業（R5補正） 2,100億円

〃  （R6）        400億円

第１回ＷＧ開催 （2月14日)

座長選定

官民検討会（3月)
WGの全体目標達成に向けた
積み上げ・調整作業

給湯器部門等、部門毎に
2035年に向けた目標策定

第２回ＷＧ開催 （9月) 第3回ＷＧ開催 （２月)

官民検討会

【高効率機器関連の主な補助金

検討スケジュール

【具体的な取り組み内容等】

・ 高効率給湯器部門 エコジョーズ・ハイブリット給湯器の目標台数の設定とCO₂削減効果の可視化

・ 家庭用燃料電池(FC)部門 FCの目標台数の設定

・ 燃料転換部門 重油ボイラー等からの潜在燃転市場調査を通じた燃転目標数量の設定

・ GHP部門 電力需給の平準化を通じた環境貢献
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『高効率機器等普及促進に向けたＷＧ』

                         セクター別の役割分担と総括イメージ図

１ 給湯器部門 エコジョーズ
ハイブリッド給湯器

ＪＧＫＡ ・2035年に向けた目標販売台数の設定

・GHG削減効果の可視化

２ ＦＣ部門 家庭用エネファーム 全国LPガス協会 同 上

３ 燃転部門 工業用ボイラー等 日本ＬＰガス協会
（調査部会）

他燃料からのLPガスへの
燃転潜在需要の調査

４ GHP部門 GHP GHPコンソーシアム 電力需給の平準化を通じた環境貢献

事務局（日協）が全体の取り組みを通じた環境価値（CO₂削減目標数値）創出量の

可視化を行い、期中での中間検討を経て、24年度末の官民検討会で報告する。

対象商品 担当組織 具体的な取組み内容等

住環境計画研究所への委託調査
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『カーボンクレジット活用検討ＷＧ』の立ち上げについて

LPガス業界が進めるCN対応におけるカーボンクレジットの位置付けを明確にすると共に、

クレジットの二重計上の防止やグリーンウォッシュ批判の防止等を図る観点から、LPガス業界と  

しての自主ガイドラインを作成し、ガイドラインに沿った自主的な取り組みを進める。

【取り組みの具体例】

１）ガイドラインに沿った各社別の管理体制の構築および社内規程の整備

２）ガイドラインが定めるチェックリストに基づく外部機関による帳簿記録等の確認

３）国内外でのカーボンクレジットを巡る政策動向や市場動向の把握

４）カーボンクレジットの認知度を高めるための広報戦略の立案

2023年度 2024年度

1月 2月 3月 4～６月 ７月 ８月 9月 10月 ～ 3月

構成メンバー 座長：  ㈱住環境計画研究所 鶴崎所長

委員： 日協常任理事会社５社、 コンサルティング会社：デロイトトーマツ

自主ガイドライン策定（発効）

調達クレジットの内容や
無効化処理の確認等

チェックリスト策定

社内管理体制の構築ならびに
社内規程の整備

官民検討会（3月)座長選定

第１回ＷＧ開催 （2月14日)

チェックリストに基づく自主検証の実施 第２回ＷＧ（10月)     第３回WG（２月）

外部機関による
帳簿記録等の確認

官民検討会（3月)

取引規模拡大に向けた次年度以降の活動計画の立案・ガイドラインのレビュー

検討スケジュール

WG立ち上げの目的・ねらい

チェック
リスト
配布
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北九州GX推進コンソーシアムへの参画を通じた社会実装に向けた検討 42

産学官金が一体となって北九州市のGXを推進する体制を構築

設立日：2023年12月12日

構成員：北九州市長を会長とした産学官金のメンバーで構成（現在 174社）

GX実現に向けた重点14分野を視野に、産官学金共創によるプロジェクト創出に  

つなげる部会を設置 ⇒ 推進協議会は次世代燃料・CR部会に参画

競争優位性のあるコア技術を社会実装

大学や企業が有する最先端
の研究シーズを紹介し共同
研究やプロジェクトに育成

１４重点分野に関する大学・企業等の技術シーズの紹介、マッチングを行うとともに、
国の競争的資金や民間投資等も活用しながら、社会実装につなげる。

部会の
イメージ

相 互 連 携

技術シーズ ビジネス
マッチング

・ 研究シーズの周知
・ マッチング検討会

ビジネスにつながる可能
性あるシーズを本格的な
ビジネスに育成

・ ビジネスのＦＳ調査
・ 社会実装

・ ビジネスモデルの構築、サプライチェーンの構築



企画グループ 供給グループ総務グループ 技術グループ

専務理事

事務局長

参与

会長

(新) 縄田 俊之

(新) 田中 惠次
ジクシス㈱代表取締役社長

カーボンニュートラル対策室

（日協） CN対応への一段の取り組みに向けた事務局体制の強化

所轄事項
① 推進協議会の管理・運営
② 官民検討会の管理・運営
③ 気候変動問題に関する政策動向、

 その他 CN全般に関すること
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4つの柱を通じ、全体で2050年までにLPガス全量のCN化を目指す。

輸 入 国内生産
グリーンLPガスの グリーンLPガスの

2050年LPガスのCN化に向けた取り組み(全体像)

燃料転換・
省エネ機器 カーボンクレジット

の普及促進 の普及促進
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                日本LPガス協会

一般社団法人 日本グリーLPガス推進協議会

https://www.j-lpgas.gr.jp

お問い合わせ先：03-3503-5741

ご清聴、有り難うございました。
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